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　最高裁平成₂₀年 ₅ 月₂₀日決定（刑集₆₂巻 ₆ 号₁₇₈₆頁。以下、「平成₂₀年決定」と
いう。）は、相互闘争状況における正当防衛の成否について、従来の判例とは異な
る新たな判断枠組みを示した。すなわち、相互闘争状況における正当防衛の成否に






















































































 6 　LEX/DB 判例データベースによると、平成₂₀年決定以降の相互闘争状況において正当防
衛が問題となった事例は₄₄件存在する。





















































































　被告人は、指定暴力団 A 会 b 一家の暴力団員 B に貸した金を返してもらおうと
して、b 一家の本部事務所に電話をかけた。b 一家の暴力団員である A 及び C は、
被告人が正月早々に本部事務所に電話をかけてきたことを聞いて腹を立て、被告人
に対して電話で怒鳴ったところ、被告人は、A 及び C に対して、b 一家を軽んじる
ような発言や、「今から来い」という趣旨の発言をし、これに憤激した A 及び C は、
B を呼び出して被告人方まで案内させ、被告人方敷地に車で乗り入れた。一方被告




　A は車から降りると D に近づき、D の名字を確認すると、D の顔面及び頭部を
殴打するなどの暴行を加え、うつ伏せに倒れた D の背を足で押さえつけた。また
C は、被告人の顔面及び頭部を殴打するなどの暴行を加え、倒れた被告人をうつ伏
せにして、背中を手で押さえつけた後、C に代わって B が被告人の背中を押さえ
つけた。被告人は、うつ伏せで B に押さえつけられた状態で、ほふく前進で勝手
口付近に進み、B が被告人の背中から手を放すと、勝手口付近に用意してあった
























































































ら、A が暴行を加えてきた際には本件果物ナイフを用いて A に反撃する意思を有

































　被告人とその父である A は、A 方の ₆畳間で飲酒していたが、A が被告人に対
して愚痴を繰り返すと共に、飲酒した際にいつもするように、被告人の体をだんだ
ん強くつかんできた。そこで、被告人が「やめろ」と文句を言ったことをきっかけ











一旦 ₆畳間から退出すると、模造刀をクローゼットに隠して ₆畳間に戻り、A に文
句を述べた。そして、被告人が文句を述べたことをきっかけに A が立ち上がり、
被告人につかみかかった。これに対して、被告人はつかみかかってきた A を強く






人が模造刀を持ち出して振り回したことにより、第 ₁暴行の際 A の暴行により生
じていた緊急状態が終了したことは明らかであること、被告人が模造刀を振り回し
た時点で、被告人も A も強い興奮状態にあったこと、そのような状況下で ₆畳間













































弘文堂）₁₆₇-₈頁、高橋・前掲注（ ₈）₂₆₇頁、香城・前掲注（ ₁）₂₅₀頁、安廣・前掲注（ ₈）
₁₄₉頁以下、橋爪・前掲注（ ₄）₂₃₈頁以下、波床・前掲注（ ₈）₈₄頁、荘子・前掲注（ ₈）
₃₇頁、栃木・前掲注（ ₉）₇₃頁、中川・前掲注（ ₉）₁₃₃頁など。
19　本判決に対する評釈として、照沼亮介「判批」判例セレクト₂₀₁₂〔Ⅰ〕（₂₀₁₃年）₃₁頁、
























































A が被告人に殴りかかろうとした。そこで、被告人は A の顔面を ₁回殴打し、さ















































































































₁₄₁頁、三浦・前掲注（ ₂）₄₃₀頁、川瀬・前掲注（ ₃）₃₀₅-₆頁、橋爪・前掲注（ ₃）₁₆₂頁、














































































































































































































































































う判断基準について―最高裁平成₂₀年 ₅ 月₂₀日決定を契機として―（ ₁）」早稲田大学大学
63
近時の裁判例における正当防衛状況の意義及び機能 （木崎）
における正当防衛の成否を判断する上で、積極的加害意思論を維持し続ける必要性
は乏しい。たしかに、平成₂₀年決定と₅₂年決定の事案の性質は異なるものであり、
平成₂₀年決定によって₅₂年決定の理論が否定されたと解することはできない57。し
かし、このような積極的加害意思論を用いることの問題点を考慮すると、今後は裁
判員裁判以外においても、積極的加害意思論は用いられるべきではなく、この ｢要
件」としての正当防衛状況を用いた判断を行うべきである58。そして、わざわざ積
極的加害意思論を用いる必要性が乏しいならば、裁判員裁判においてこのような判
断基準が定着したことの影響を受けて59、控訴審など裁判員裁判によらない事案に
おいても、正当防衛状況による判断が定着し、今後は積極的加害意思論は用いられ
なくなるという可能性も、否定はできないように思われる60。
第 4　おわりに
　以上のように、平成₂₀年決定以降の裁判例においては、正当防衛状況という文言
は、従来の判例における規範的・総合的要件としての侵害の急迫性を言い換えた
「要件」としての正当防衛状況と、自招防衛を理由とする正当防衛権の制限の可否
を検討するための「争点」としての正当防衛状況という、₂つの意義で用いられて
いるということができる。そして、それぞれの意義における正当防衛状況のうち、
現在の相互闘争状況における正当防衛の成否が問題になる事案の処理において求め
られているのは、裁判員裁判における分かりやすい判断を可能にするという機能を
有する、「要件｣ としての正当防衛状況であり、今後の裁判実務においては、正当
防衛状況という文言は、このような意義で用いられるべきである。そして、当分の
間はこの「正当防衛状況」の判断基準と、従来の積極的加害意思論が並列的に用い
院法研論集₁₄₀号（₂₀₁₁年）₇₀頁。
57　中川・前掲注（ ₉）₁₄₇頁、髙山佳奈子「『不正』対『不正』状況の解決」研修₇₄₀号（₂₀₁₀
年）₄頁。
58　拙稿・前掲注（ ₄）₇₂-₃頁。
59　安廣文夫「刑事裁判の歴史と展望あれこれ―自分の歩みと重ねつつ―」安廣文夫編著『裁
判員裁判時代の刑事裁判』（₂₀₁₅年、成文堂）₂₅頁は、「裁判員裁判に対する控訴審の在り
方も、控訴審裁判官がすべて裁判員裁判経験者で占められる時代になると、かなり変わっ
てくるのではないかと予測している。」とする。
60　佐伯・前掲注（₂₇）₄ 頁。また、髙山・前掲注（₅₇）₅-₆頁は、「積極的加害意思による
急迫性の否定という基準は、裁判員裁判の開始によって、その歴史的役割を終えたのでは
ないだろうか。」と指摘する。
64
筑波法政第₆₇号（₂₀₁₆）
られることになると予想されるが、今後は積極的加害意思論が用いられなくなり、
正当防衛状況の基準に一本化される可能性も否定できない。
　もっとも、この「要件」としての正当防衛状況は、事案に現れた様々な事情の総
合考慮を必要とするものであり、このような判断を裁判員にそのまま求めること
は、印象論による判断を招いてしまう危険性があることは否定できない61。そこで、
このような判断を裁判員に求める際には、判断の指針となるものが必要であると解
される。このような判断の指針としては、特に正当防衛状況が問題となる事案の類
型化が強く要請されている62。すなわち、相互闘争状況には、暴力団などの組織に
よる大規模な抗争から、家庭内のささいなトラブルをきっかけとするつかみ合いま
で様々な事例が存在するが63、このような相互闘争状況の類型ごとに、どのような
事実が存在する場合に正当防衛状況の制限が認められているのかを明らかにする必
要がある。このような相互闘争状況の類型としては、例えばあらかじめ武器を準備
して反撃行為に及んだという類型が考えられるが64、それ以外の状況についても、
さらに類型化が必要である65。そこで、今後の正当防衛状況に関する研究において
は、正当防衛状況の有無が問題となる相互闘争状況の類型化こそが、強く求められ
ているというべきである。
61　高橋則夫「裁判員裁判と刑法解釈―司法研究報告書を題材に―」刑事法ジャーナル₁₈号
（₂₀₀₉年）₅頁。また、林幹人「自ら招いた正当防衛」刑事法ジャーナル₁₉号（₂₀₀₉年）₅₁
頁参照。
62　稗田雅洋「裁判員裁判と刑法理論―裁判官の視点から―」刑法雑誌₅₅巻 ₂ 号（₂₀₁₆年）
₁₇₉頁、遠藤・前掲注（₄₀）₁₉₄頁、佐伯・前掲注（₂₇）₁₈頁、司法研修所編・前掲注（ ₄）
₂₁頁以下、高橋・前掲注（₆₁）₅ 頁。
63　本稿で検討した事案の中では、事例②は複数の暴力団員が関与し、あらかじめ準備した
あった殺傷能力の強い凶器が用いられたことから、相互闘争状況の中でも比較的重大な事
案であると評価できるが、事例④は、たまたま被害者の死亡という結果が生じているが、
家庭内でのささいなトラブルをきっかけに暴力沙汰が生じてしまった比較的軽微な事案で
あると評価でき、両者はそれぞれ別の類型に分類されるべきである。
64　拙稿「防御的招致の理論と正当防衛状況が問題になる事案の類型化（ ₁）（ ₂・完）」筑波
法政₆₅号（₂₀₁₆年）₂₉頁以下、筑波法政₆₆号（₂₀₁₆年）₁₂₇頁以下参照。
65　嶋矢・前掲注（₂₇）₁₃₈頁は、家庭内での家人に対する実力行使という事情に着目した類
型化の可能性を指摘する。
